
平成２７年度

12月補正予算の概要

八代市



(単位：千円)

補 正 前 の 額 補 正 額 計 前年同期比

58,839,400 803,000 59,642,400 6.5%

36,830,617 28,478 36,859,095 △ 3.9%

国 民 健 康 保 険 （ 第 ２ 号 ） 20,643,305 324 20,643,629 13.0%

介 護 保 険 （ 第 ３ 号 ） 13,644,939 0 13,644,939 0.2%

農業集落排水処理施設事業（第１号） 115,001 531 115,532 3.9%

ケーブルテレビ事業（第１号） 270,638 27,270 297,908 △ 15.1%

診 療 所 （ 第 １ 号 ） 77,594 353 77,947 △ 2.5%

そ の 他 2,079,140 0 2,079,140 △ 64.9%

7,313,704 0 7,313,704 339.3%

102,983,721 831,478 103,815,199 8.1%

平成27年度12月補正予算

合           計

一 般 会 計 （ 第 ７ 号 ）

特 別 会 計

会 計 名

企 業 会 計
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一般会計事項別明細

【歳　入】 （単位:千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 14,074,967 14,074,967

2 地 方 譲 与 税 468,800 468,800

3 利 子 割 交 付 金 18,500 18,500

4 配 当 割 交 付 金 44,000 44,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 23,900 23,900

6 地 方 消 費 税 交 付 金 2,100,000 2,100,000

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 7,000 7,000

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 42,000 42,000

9 地 方 特 例 交 付 金 39,000 39,000

10 地 方 交 付 税 17,074,283 17,074,283

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 23,000 23,000

12 分 担 金 及 び 負 担 金 885,023 885,023

13 使 用 料 及 び 手 数 料 784,244 784,244

14 国 庫 支 出 金 9,198,601 143,305 9,341,906

15 県 支 出 金 5,101,290 230,373 5,331,663

16 財 産 収 入 87,749 87,749

17 寄 附 金 44,940 44,940

18 繰 入 金 156,752 156,752

19 繰 越 金 1,009,514 7,312 1,016,826

20 諸 収 入 917,537 13,110 930,647

21 市 債 6,738,300 408,900 7,147,200

歳 入 合 計 58,839,400 803,000 59,642,400

【歳　出】 （単位:千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 議 会 費 439,452 △ 1,481 437,971

2 総 務 費 5,120,858 13,366 5,134,224

3 民 生 費 22,016,364 32,320 22,048,684

4 衛 生 費 4,704,392 △ 12,657 4,691,735

5 農 林 水 産 業 費 3,713,145 280,088 3,993,233

6 商 工 費 1,648,667 21,017 1,669,684

7 土 木 費 5,962,341 △ 32,085 5,930,256

8 消 防 費 2,315,838 2,315,838

9 教 育 費 5,577,376 497,746 6,075,122

10 災 害 復 旧 費 574,454 4,686 579,140

11 公 債 費 6,694,521 6,694,521

12 諸 支 出 金 51,992 51,992

13 予 備 費 20,000 20,000

歳 出 合 計 58,839,400 803,000 59,642,400

款

款
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一般会計補正予算

款 補 正 額

【議会費】 △ 1,481
人件費（人事課） △ 1,481
特別職（32人）一般職（10人）

【総務費】 13,366
人件費（人事課） △ 12,922
特別職（3人）一般職（292人）

並行在来線経営分離対策事業（企画政策課） 23,178
「肥薩おれんじ鉄道」を安定的に運行させるため、鉄道基盤整備の
維持に係る経費等について補助を行うもので、決算承認、及び、熊
本・鹿児島両県の協議が整ったため補正をするもの。また、平成27
年8月25日の台風15号で被災したおれんじ鉄道の災害復旧に要する経
費を補正するもの。

【運行支援対策事業補助金分】
　補助対象経費　　　負担率　　　　補助額
　　257,475千円　×　8.32％　＝　 21,422千円
　
【災害復旧事業補助金分】
　補助対象経費　　　負担率　　　　補助額
　 　21,095千円　×　8.32％　＝　  1,756千円
　
　（八代市の負担割合）
　県85％、沿線市町15％　→　市町割15％×八代市55.5％＝8.32％

選挙管理委員会事務事業（選挙管理委員会事務局） 3,110 県支出金 1,555
平成27年6月に公布された改正公職選挙法において、選挙権年齢が
「20歳以上」から「18歳以上」に引き下げられたことに伴い、選挙
人名簿システム並びに期日前及び当日投票システムの改修を行うも
の。

　選挙人名簿システム改修　　　　：　680千円
　期日前及び当日投票システム改修：2,430千円

（1/2）

【民生費】 32,320
人件費（人事課） 17,586
一般職（161人）

地域介護・福祉空間整備等交付金事業（長寿支援課） 4,806 国庫支出金 4,806
平成27年4月1日施行の消防法改正により、これまでスプリンクラー
等の設置義務がなかった小規模多機能型居宅介護事業所等について
も新たに設置対象となったことから、国の「地域介護・福祉空間整
備等交付金」を活用し、計画的に整備を行うために要する経費の一
部を補助するもの。

【スプリンクラー及び消火ポンプユニット】
　　看護小規模多機能型居宅介護施設： 4,806千円
　　　　　　　　　　　　　　　（1施設：西王母）

　（10/10）

泉憩いの家管理運営事業（健康福祉政策課） 4,727
平成27年8月頃、老朽化に伴い空調機器が故障したが、製造から21年
経過しており、供給部品も無く、修理不可能のため、空調機器取替
に要する経費を補正するもの。

　空調機器取替（和室及び廊下）：4,727千円

　

坂本地域福祉センター管理運営事業（健康福祉政策課） 4,384
平成27年8月頃、老朽化に伴い空調機器が故障したが、製造から19年
経過しており、供給部品も無く、修理不可能のため、空調機器取替
に要する経費を補正するもの。

　空調機器取替（食堂・休憩室）　：2,741千円
　空調機器取替（機能回復訓練室）：1,643千円

　

（単位：千円）

主 要 事 項 特 定 財 源
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款 補 正 額 主 要 事 項 特 定 財 源

年金事務事業（国保ねんきん課） 817 国庫支出金 817
平成26年6月11日公布の国民年金法等の一部改正に伴い、平成28年7
月1日施行の国民年金保険料納付猶予制度対象者拡大や保険料免除申
請・納付猶予申請書等の様式変更に対応するため、既存のシステム
の改修に要する経費を補正するもの。

　国民年金制度改正等に伴うシステム改修委託：817千円

　（10/10）

【衛生費】 △ 12,657
人件費（人事課） △ 13,410
一般職（78人）

こども医療費助成事業（こども未来課） 400
現在、小学6年生までを対象に実施している「こども医療費助成」に
ついて、平成28年4月から中学3年生まで対象年齢を拡大するために
は、事前に受給資格の審査・入力、受給資格者証の発送が必要とな
ることから、既存システムの改修及び受給資格者証の作成に要する
経費を補正するもの。

【こども医療費受給資格者証（対象年齢拡大分）】
　　3,600枚×22.5円×1.08＝88千円
　　※対象者見込　3,417人
　
【対象年齢拡大に伴う福祉総合システム改修業務委託】
　　288千円×1.08＝312千円

　

診療所特別会計繰出金事業（人事課） 353
一般職（１人） 　

【農林水 280,088
　産業費】 人件費（人事課） 1,270

一般職（104人）

農業集落排水処理施設事業特別会計繰出金事業（人事課） 531
一般職（２人） 　

機構集積協力金交付事業（農林水産政策課） 8,152 県支出金 8,152
県の「機構集積協力金交付事業補助金」を活用した、農地中間管理
機構への農地貸付けが当初の想定より進んだことに伴い、経営転換
協力金など全3種類の補助金において予算の過不足が生じたため、補
正するもの。

　　補正後額　　　　　補正前額 　 　　補正額
　　17,152千円　－　9,000千円　＝　　8,152千円

（10/10）

機構集積協力金 補正前 補正後 備考

①経営転換協力金 15件×500千円＝7,500千円
11件×300千円＝3,300千円
16件×500千円＝8,000千円

1件×700千円＝700千円

※交付単価
集積面積により3段階設定
0.5ha以下：300千円/戸
0.5ha超2.0ha以下：500千円/戸
2.0ha超：700千円/戸

②地域集積協力金 2万円/10a×500a＝1,000千円 2万円/10a×2,547a＝5,094千円

※交付単価
地域内の農地を機構に貸した割合に
応じて地域に交付
2割超5割以下：2万円/10a
5割超8割以下：2.8万円/10a
8割以上：3.6万円/10a

③耕作者集積協力金 2万円/10a×250a＝500千円 2万円/10a×29a＝58千円
※交付単価
2万円/10a

合計 9,000千円 17,152千円
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款 補 正 額 主 要 事 項 特 定 財 源

人・農地問題解決加速化支援事業（農林水産政策課） 400 県支出金 400
県の「担い手経営発展支援事業補助金」を活用し、地域農業を担う
経営体や生産基盤となる農地を将来においても確保していくため、
集落営農の組織化・農業経営の法人化等の支援を行うために要する
経費について補助するもの。

　補助金額：400千円（定額）
　事業主体：農事組合法人アグリサポート北新地
　　　　　　　　　　　　　　（鏡町北新地西区）

（定額）

経営体育成支援事業（農林水産政策課） 123,371 県支出金 123,371
平成27年8月25日の台風15号により被災した中心経営体の農業経営の
改善を支援するため、「融資主体補助型経営体育成支援事業」を活
用して補助するもの。

【融資主体型補助事業補助金（補助率：3/10上限）】
　　中心経営体等が融資機関からの融資を受け、農業用機械・施設
　等を導入する際、融資残について補助するもの。

　　対象地区：13地区・39経営体
　　　　　　　日奈久（2）・植柳（1）・高田（1）・金剛（6）
　　　　　　　平和（1）・太田郷・宮地（1）・八千把（1）・
　　　　　　　龍峯（1）・郡築（4）・昭和（1）・千丁（4）・
　　　　　　　鏡（15）・東陽（1）・
　　補助額　：119,002千円

【追加的信用供与事業補助金（補助率：保証対象融資額×1/15）】
　　融資の円滑化を図るため、融資に係る保証を行う農業信用基金
　協会に対し補助するもの。

　　対象地区：3地区・4経営体
　　　　　　　金剛（2）・郡築（1）・鏡（1）
　　補助額　：4,369千円

（10/10）

一般農業制度資金利子補給事業（農林水産政策課） 1,336 県支出金 761
平成27年8月25日の台風15号により被災した農林漁業者が、今後の経
営に支障を来さないよう、復旧のために借り入れた資金の金利負担
軽減支援策を講じるもの。

【制度資金による支援】
　各資金の貸付金利の利子補給に係る経費の一部を補助する。
　
　　利子補給期間：施設資金　5年間
　　負担割合：農協・漁協等資金　県：市：農協等＝5：2：3
　　　　　　　公庫資金　　　　　県：市＝1：1
　（農協等）
　　融資額（24件）×金利×負担割合＝利子補給額
    89,681千円×0.7%×7/10＝440千円
　（公庫）
    融資額（12件）×金利＝利子補給額
　　76,715千円×0.7%＝537千円

（1/2・
5/7）

【農業者等に対する保証料支援】
　借入者が農業信用基金協会に支払う保証料を補助する。

　　対象者：平成27年度台風被害対策資金（公庫資金以外）の
          　貸付対象者
　　負担割合　県：市＝1：1
　　融資額（24件）×保証率＝保証料補助
　　89,681千円×0.4%＝359千円

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

一般農業制度資金（平成27年台風被害対
策）に対する利子補給

平成28年度から
平成33年度

貸付限度額
166,396千円に
対する利子補給
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款 補 正 額 主 要 事 項 特 定 財 源

山村活性化支援対策事業（農林水産政策課） 13,110 諸収入 13,110
国の「山村活性化支援交付金」を活用し、事業主体である各地域協
議会が山村の農林水産物や景観、伝統文化といった地域資源を活用
し、農林水産業を核とした地元の所得・雇用の増大に向けた取り組
みを行うこととなった。
この交付金は市を経由せず直接事業主体に交付されるが、交付金は
事業完了後に交付されることとなっており、事業主体は事業費を立
て替える必要があるものの、自主財源を持ち得ていないため、事業
を円滑に実施することが困難な状況である。
そのため、交付金が交付されるまでの間のつなぎ資金を事業主体に
貸付けする経費について補正するもの。

(10/10)

環境保全型農業推進事業（農業振興課） 2,763 県支出金 2,073
県の「環境保全型農業直接支払交付金」を活用した環境保全型農業
の取組において、当初の想定より取組農家数と面積が増加したこと
に伴い、予算が不足することとなったため、不足分を補正するも
の。

　　補正後額　　　　補正前額 　 　　補正額
　　4,926千円　－　2,163千円　＝　2,763千円
　　（7,016a）　　（2,910a）

(3/4)

※５割低減とは・・・化学肥料・化学合成農薬を県の慣行レベルから5割
　　　　　　　　　  以上低減すること。
※１　カバークロップ：肥料効果のある作物（緑肥）を作付するもの
※２　堆肥施用　　　：炭素貯留効果の高い堆肥を施用するもの
※３　冬期湛水管理　：生物多様性や雑草抑制のため冬期に湛水するもの
※４　有機農業　　　：化学肥料・農薬を使用しない取組

くまもと稼げる園芸産地育成対策事業（農業振興課） 6,969 県支出金 6,969
県の「くまもと稼げる園芸産地育成対策事業補助金」を活用し、温
暖化や燃油・資材等の価格高騰といった厳しい状況下で、産地間競
争に打ち勝ち、稼げる園芸産地を育成するために、実施主体が農業
施設・機械等の整備に要する経費を補助するもの。

　　補正後額　　　　補正前額 　 　　補正額
　　54,807千円　－　47,838千円　＝　6,969千円

(10/10)

27年度 28年度 29年度

東陽地域
山村活性化協議会

きのこ栽培、ヤマメの養殖事業、山菜の栽培及び加工品
の開発などの各部会を立ち上げ、将来的に営利活動がで
きる自立した集団を目指す。

4,720 9,754 9,619

坂本地域
山村活性化協議会

集落営農組織の法人化を目指しながら、ブランド米確立部
門、販売戦略部門等を立ち上げ、ブランド米を中心とした
地域の活性化を図る。

375 6,291 3,966

五家荘
山村活性化協議会

①農産加工品製造、②山野草保護、③山菜農園の活用と
いった３種類の活動を展開し、地域の特性を活かしながら
活性化を図る。

8,015 9,915 9,457

合計 13,110 25,960 23,042

実施主体 取組内容
年度別経費（千円）

取組内容 取組団体数
面積（ａ）

[当初→今回]
交付単価
（円）/10a

交付金額（千円）
[当初→今回]

5割低減（化学肥料・化学合成農薬）＋カバークロップ　（※１） 5団体 530→1,737 8,000 424→1,390

5割低減（化学肥料・化学合成農薬）＋堆肥施用　　　　（※２） 3団体 460→1,908 4,400 203→ 　839

5割低減（化学肥料・化学合成農薬）＋冬期湛水管理　（※３） 5団体 0→2,055 8,000 0→1,644

有機農業　（※４） 3団体 1,920→1,316 8,000 1,536→1,053

計 全7団体 2,910→7,016 － 2,163→4,926

事業実施主体 対象作物 受益戸数 事業内容
事業費
（千円）

補助金
（千円）

八代地域農業協同組合 ブロッコリー 143戸 温度調整施設（製氷機等）の導入 22,580 6,969

22,580 6,969

※補助率（1/3以内）

計
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款 補 正 額 主 要 事 項 特 定 財 源

台風被害園芸・果樹復旧対策事業（農業振興課） 98,374 県支出金 66,916
平成27年8月25日の台風15号により被災した園芸農家の経営再建に向
けた取り組みを緊急的に支援するため、被災農家の経営継続及び園
芸産地の復旧に係る経費の一部を補助するもの。

【被災作物対策事業（ソフト）】

【倒壊したハウスの復旧事業（ハード）】

（定額・
10/10・
1/2）

地域農業水利施設保全事業（農地整備課） 303 県支出金 182
県の「農業農村整備事業補助金」を活用し、団体営事業等において
造成された農業水利施設等で発生した突発的事故に対し、緊急工事
を行った経費の一部について負担割合に応じ、負担する経費を補正
するもの。

　事業内容：遥拝頭首工ローラーゲート電動機整備
　事業主体：八代平野土地改良区連合
　総事業費：2,094千円
　　うち、農業用水に係る分である1,218千円のみが公費負担対象。
　　　国負担分609千円（50％）は、事業主体へ直接補助される。
　　　県負担分182千円（15％）＋市負担分121千円（10％）の
　　　合計303千円が負担金額。

（6/10）

森林災害復旧事業（水産林務課） 7,226
平成27年8月25日の台風15号により被災した森林の風倒木等の森林被
害調査、及び作業道の災害復旧に係る経費の一部を補助するもの。

・森林災害調査事業補助　：3,628千円
　　事業主体：森林組合
　　総事業費：5,184千円
　　補助金　：3,628千円（補助率7/10）
　　市内森林（A＝35,433ha）

・森林作業道災害復旧補助：3,598千円
　　事業主体：森林組合
　　総事業費：5,140千円
　　補助金　：3,598千円（補助率7/10）
　　事業内容：米ノ谷線他4路線（L＝8,809m）

緑の産業再生プロジェクト促進事業（水産林務課） 16,283 県支出金 16,283
県の「緑の産業再生プロジェクト促進事業補助金」を活用し、大型
の高性能林業機械や木材関連施設を導入するために係る経費の一部
を補助するもの。

（10/10）

事業実施主体 事業内容
事業費
（千円）

補助金
（千円）

補助率

４出荷団体（14戸）、生産者個人（4戸） 植え替え・捕植対策 1,310 1,310 定額

２出荷団体（6戸）、生産者個人（1戸） 生育回復対策 156 48 1/3以内

７出荷団体（154戸）、生産者個人（25戸） 病害虫まん延防止等対策 102,307 34,102 1/3以内

103,773 35,460 －計

事業実施主体 事業内容
事業費
（千円）

補助金
（千円）

補助率

４出荷団体（30戸）、生産者個人（14戸） 倒壊したハウス復旧 157,414 62,914 4/10以内

157,414 62,914 －計

事業実施主体
事業費
（千円）

補助金
（千円）

補助率

白石林業（株）
（八代市泉町）

14,247 7,263
国：1/2
県：5/100

亀田産業（有）
（八代市坂本町）

17,712 9,020
国：1/2
県：5/100

31,959 16,283 －

事業内容

高性能林業機械購入（グラップル付トラック）

高性能林業機械購入（フェラーバンチャ）

計
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款 補 正 額 主 要 事 項 特 定 財 源

【商工費】 21,017
人件費（人事課） 21,017
一般職（38人）

指定管理委託に伴う債務負担行為（商工政策課） -

繰越明許費 -
東陽交流センターせせらぎ施設整備事業については、県の再生可能
エネルギー等導入促進事業補助金を活用し実施することとしている
が、補助金内定後の事前着工が認められず、交付決定（交付決定日
10/30）後の執行となったこと、及び、発注前の調査においてバイオ
マスボイラー、太陽光パネル等設備の納入に期間を要することが判
明したことなど、年度内完了が困難となったため繰越を行うもの。

【土木費】 △ 32,085
人件費（人事課） △ 34,751
一般職（101人）

要緊急安全確認大規模建築物耐震化支援事業（建築指導課） 2,666 国庫支出金 1,333
平成25年11月25日に施行された「建築物の耐震改修の促進に関する
法律（耐震改修促進法）」の改正により、要緊急安全確認大規模建
築物の耐震診断の実施とその結果報告を平成27年12月31日までに行
うことが義務化された。

耐震診断の結果、倒壊の危険性があることが明らかとなった施設に
ついて、平成27年度末までに補強設計に着手すれば設計後の耐震改
修工事の際に国の直接補助が別途加算(21.8%)されることとなる。そ
のような中、1事業者から平成27年度中の補強設計の要望があったた
め補正するもの。
また、工期が8ヵ月程度かかり、翌年度まで期間を要することから、
繰越明許費を設定する。

事業内容：要緊急安全確認大規模建築物耐震化支援補助金
                      　　：2,666千円（1施設）
　総事業費：4,320千円（補助対象経費：3,999千円）
　　補助金額：2,666千円（補助対象経費の4/6）
　　　国からの直接補助：666千円（補助対象経費の1/6）
　　　事業者負担額　　：988千円

(1/2)
県支出金
(1/4)

666

【教育費】 497,746 　
人件費（人事課） △ 51,122
一般職（154人）

学校施設整備基金事業（教育施設課） 1,484
廃校となった旧宮地東小学校を平成27年7月から民間事業者へ有償貸
与したことから、文部科学省の財産処分手続きに基づき、基金を設
置し、国庫納付金相当額を積み立てるもの。

　基金積立金：1,484千円

単位：千円

件 名 期 間 限 度 額 事 業 概 要

【更新】
八代市が
らっぱ広
場管理運
営委託

H28～H30 399

指定管理対象施設：八代市がらっぱ広場
指定管理期間　　：平成28年4月1日～平成31年3月31日（3年・非公募）
委託先　　　　　：まちなか活性化協議会
委託金額　　　　：平成28年度　133千円
　　　　　　　　　平成29年度　133千円
　　　　　　　　　平成30年度　133千円
　
※前回指定管理期間：平成25年4月1日～平成28年3月31日（3年）
　前回委託金額　　：407千円（3年合計）
                 　 137千円（単年）
　　　　　　　　　　※消費税変動のためH27委託料を記載

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

166,851

事              項

東 陽 交 流 セ ン タ ー 「 せ せ ら ぎ 」 施 設 整 備 事 業

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

2,666

事              項

要 緊 急 安 全 確 認 大 規 模 建 築 物 耐 震 化 支 援 事 業
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款 補 正 額 主 要 事 項 特 定 財 源

小学校非構造部材耐震化事業（教育施設課） 198,424 国庫支出金 51,312
市内小学校において、体育館の非構造部材（吊天井・照明器具・バ
スケットゴール等）が耐震基準を満たしておらず、また体育館・武
道場については、平成27年度までに完了するよう国の方針が示され
ており、平成27年9月に国の補助内示があったことから、平成28年度
実施を前倒し、改修する経費を補正するもの。（※市内小学校に武
道場はなし。）
　
　

(1/3）
市債

（100%）
146,700

中学校非構造部材耐震化事業（教育施設課） 308,984 国庫支出金 74,694
市内小学校と同様に、体育館・武道場の非構造部材（吊天井・照明
器具・バスケット　ゴール等）については、平成27年度までに完了
するよう国の方針が示されており、平成27年9月に国の補助内示が
あったことから、平成28年度実施を前倒し、改修する経費を補正す
るもの。
　

(1/3）
市債

（100%）
233,200

体育館（改修内容：吊り天井・照明器具・バスケットゴール等）

設備工事
監理委託

工事請負費

太田郷小学校 47,257 47,257

松高小学校 68,267 68,267
高田小学校 57,092 57,092
泉第八小学校 25,808 1,963 23,845

198,424 1,963 196,461

施設名 事業費

内訳

小学校
4校

計

体育館（改修内容：吊り天井・照明器具・バスケットゴール等）

設備工事
監理委託

工事請負費

中学校　1校 第一中学校 54,619 1,779 52,840

54,619 1,779 52,840

施設名 事業費

内訳

計

武道場（吊り天井・照明器具）

設備工事
監理委託

工事請負費

第二中学校 11,186 11,186

第五中学校 10,909 10,909
第七中学校 9,826 9,826
千丁中学校 17,989 17,989
東陽中学校 19,727 19,727
泉中学校 13,141 13,141

82,778 0 82,778

中学校
6校

計

施設名 事業費

内訳

体育館・武道場（改修内容：吊り天井・照明器具・バスケットゴール等）

設備工事
監理委託

工事請負費

第三中学校 90,566 90,566

鏡中学校 81,021 2,024 78,997

171,587 2,024 169,563

中学校
2校

計

施設名 事業費

内訳

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

198,424

事              項

小 学 校 非 構 造 部 材 耐 震 化 事 業

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

308,984

事              項

中 学 校 非 構 造 部 材 耐 震 化 事 業
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款 補 正 額 主 要 事 項 特 定 財 源

幼稚園非構造部材耐震化事業（教育施設課） 37,610 国庫支出金 9,752
市内公立幼稚園において、老朽している外壁（非構造部材）が大規
模地震時に落下する恐れがあることから、改修を行う。平成27年9月
に国の補助内示があったことから、平成28年度実施を前倒し、改修
する経費を補正するもの。
　
　

(1/3）
市債

（100%）
27,600

幼稚園就園奨励費補助金事業（教育政策課） 2,366 国庫支出金 591
私立幼稚園の入（在）園者が実際に支払う保育料や市民税の課税額
により補助金額が決まるが、私立幼稚園ごとの入（在）園者の数や
課税額による階層区分が当初見込みと異なり、補助金額が予定を上
回ったことのほか、今後途中入園者の増が見込まれることから予算
の不足分を補正するもの。

　補正後額　　  　補正前額　　　  補正額
　30,766千円　－　28,400千円　＝　2,366千円

(1/3）

【災害 4,686
　復旧費】 農業施設災害復旧事業（農地整備課） 4,686 県支出金 3,045

平成27年8月25日の「台風15号」で被災した施設の災害復旧経費を補
正するもの。
　災害復旧工事費：4,686千円
　　＜補助災害＞
　　　東町農道３箇所：4,686千円
　

(65％）
市債

（90%）
1,400

合計 803,000

外壁改修

設備工事
監理委託

工事請負費

太田郷幼稚園 24,509 24,509

代陽幼稚園 13,101 13,101

37,610 0 37,610

幼稚園
2園

計

施設名 事業費

内訳

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

37,610

事              項

幼 稚 園 非 構 造 部 材 耐 震 化 事 業

－ 10 －



特別会計補正予算

会 計 補 正 額

324
前期高齢者納付金事業（国保ねんきん課） 324

「平成27年度前期高齢者納付金」の確定により不足額を補正するも
の。

　　補正後額　　   補正前額　 　　　 補正額
　　1,281千円　－　 957千円　＝　 　 324千円

0
地域包括支援センター運営委託事業（加算分）（長寿支援課） -

平成27年度から平成29年度までの3年間、業務委託契約をしている「八
代市地域包括支援センター」において、「基本経費」は予算化してい
るが、「加算経費」は平成27年度分のみ予算化している状況である。
今回、制度改正による業務量の増加を想定し、平成27年度上半期の実
績を踏まえ、平成28年度以降の加算経費を予算化するため、債務負担
行為の設定を行うもの。

　委託対象　：八代市地域包括支援センター（6圏域）
　委託期間　：平成28年4月1日～平成30年3月31日（2年）
　限 度 額　：54,000千円
　内    訳　：平成28年度　27,000千円
　　　　　　　平成29年度　27,000千円
　　　　　　　（※参考：平成27年度　20,300千円）

531
人件費（人事課） 531 繰入金 531
一般職（２人）

27,270
ケーブルテレビ施設災害復旧事業（広報広聴課） 27,270 市債 27,200
平成27年8月25日の台風15号により被災したケーブルテレビ施設の災
害復旧に要する経費を補正するもの。

・坂本地区：樹木伐採23箇所、弛度調整53本
・東陽地区：樹木伐採16箇所、弛度調整29本
・泉　地区：樹木伐採13箇所、弛度調整21本　等
　

（100％）

指定管理委託に伴う債務負担行為（広報広聴課） -

353
人件費（人事課） 353 繰入金 353
一般職（１人）

合計 28,478

介護 保険

農業集落
排 水

処理施設

ケーブル
テレビ事

業

診 療 所

（単位：千円）

主 要 事 項 特 定 財 源

国民健康保
険

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

地域包括支援センター運営委託（加算分） 平成28～29年度 54,000

単位：千円

件 名 期 間 限 度 額 事 業 概 要

【新規】
 八代市有
線テレビ
ジョン放
送施設管
理運営委
託（八代
市ケーブ
ルテレ
ビ）

H28～H30 7,808

指定管理対象施設：八代市有線テレビジョン放送施設
指定管理期間　　：平成28年4月1日～平成31年3月31日
　　　　　　　　　（3年・公募）
委託先　　　　　：テレビやつしろ株式会社
委託金額　　　　：平成28年度　2,574千円
　　　　　　　　　平成29年度　2,552千円
　　　　　　　　　平成30年度　2,682千円
　

－ 11 －


